
生活保護を受けてい
る世帯又はこれに準
ずる世帯の児童生
徒

経済的な負担が軽減さ
れる。

経済的理由によって義務教育を
受けることが困難な児童生徒の保
護者に対して、市が就学に必要な
経費（学用品費、通学用品費、校
外活動費、新入学児童生徒学用
品費、修学旅行費、医療費、学校
給食費、通学費、クラブ活動費、
生徒会費、ＰＴＡ会費)の援助を行
う。

①就学援助できている割合
（認定児童生徒数/申請児童
生徒数）

②就学援助できている割合
（認定就学前児童数/申請就
学前児童数）平成29年度～

③１人当たりの平均就学援助
費

Ａ
　就学援助の促進により、義
務教育の質の安定が図られ
ている。

○
　現在の取組を継続

対象 意図
成果指標

①％

②％

③円

①96.2

②92.2

③97,503

①93.4

②78.3

③100,104

項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

人 8 11 11 Ａ
　　遠距離通学に係る費用の
一部を助成することにより、保
護者の経済的な負担軽減を
図り、学校教育の円滑な運営
に資することは、教育環境の
充実に繋がっている。

○
　現在の取組を継続

補助金交付者数

今後の方向性等

①100.0

②1

①100.0

②0

Ａ
　　スクールバスの運行によ
り、通園・通学手段が確保さ
れ、教育環境の整備に結び
ついている。

○
　今後、学校統合で学区
が広がることにより、遠距
離通学児童生徒数が増
加することが見込まれる
ことから、保護者等と十
分に協議し、円滑なス
クールバスの運行に努め
る。

①93.4

②78.3

③100,104

対象 意図 事業内容

三陸地域の遠距離
通学児童・生徒及び
赤崎地区の遠距離
通学児童

遠距離通学児童の安全
な通学手段が確保され
る。

三陸地域の綾里、河内、崎浜、甫
嶺、吉浜地区のスクールバス（5
台）及び赤崎地区のスクールバス
（1台運行、1台予備）の維持管理
及び運行に係る事務処理。

①充足率（定員数/対象児童
生徒数）

②スクールバス運行時間等に
関するクレーム件数

①％

②件

①100.0

②2

補助金交付対象と
なっている地域に居
住している児童生徒
の保護者

遠距離通学に係る経費
の負担が軽減される。

遠距離（児童は片道4ｋｍ以上、生
徒は片道6ｋｍ以上）通学する児
童生徒の通学費軽減を図るため、
その一部を補助する。
　※対象地域は猪川小学校の大
野地域、日頃市小学校の上甲子・
長岩・大森地域、赤崎中学校の長
崎・外口・合足地域、日頃市中学
校の大森地域

施策２　学校教育の充実

基本事業１　教育環境の充実

事務事業名

2-1-1
遠距離児童通学支
援事業

2-1-2
スクールバス運行事
業

2-1-3
要保護及び準要保
護児童生徒就学援
助事業

進捗度とその理由
成果指標

基本事業名 進捗度とその理由等
項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

2-1
教育環境の充実

児童生徒
教職員

安全・安心で快適な環境で学ぶこ
とができる。

①小・中学校適正規模・適正
配置基本計画における、学
校統合率

②学校管理下における児童
生徒の事故のうち、施設等の
不備によるものの件数
　（　）は事故の件数

①％

②件

①0

②0(146)

②0

②0(148)

①33.3

②0

A
　H29.2月に策定した大船渡市立小・中学校適正規模・
適正配置基本計画に基づき、小中学校の適正規模化
に向けた取組を推進し、成果をあげている。
　学校施設等の修繕については、年度当初に全小中学
校を視察し、学校からの修繕要望及び安全性を勘案
し、計画的に修繕を実施している。また、年度途中で
あっても、緊急に修繕を要する箇所については、早期の
修繕に努めており、施設等の不備による事故は発生し
ていないものである。

学校教育の充実

１ 教育環境の充実

２ 個に応じた学力の向上

５ 地域に開かれた特色ある学校づくり

３ 豊かで強い心の育成

４ たくましく健やかな体の育成

学校教育の充実

１ 教育環境の充実

２ 個に応じた学力の向上

５ 地域に開かれた特色ある学校づくり

３ 豊かで強い心の育成

４ たくましく健やかな体の育成

- 5 -
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項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標
今後の方向性等

①81

②57

2-2
個に応じた学力の向上

①450

②37

①450

②48

①450

②48

Ａ
　「指導を要する」児童がより
良い指導を受けられるように
するため、人員の確保や新た
なことばの教室の配置など、
自校より近いところで指導を
受けられるよう体制を整備す
る必要がある。

●
　ことばの教室を設置し
ている盛小・越喜来小に
おいて、通級児童への指
導時間の確保が図られる
よう、これまで以上に両
校の管理職及びことばの
教室担当者が密接に連
携できるよう体制を整え
ていく必要がある。

当該児童の指導により、
ことばの障がいが克服さ
れる。

市内の小学生を対象とした言語
検査を実施し、ことばの障がいの
克服を図る通級指導や短期集中
指導を行う。

①指導回数（延べ）

②通級している児童数

Ｒ2目標

児童生徒 児童生徒の基礎・基本及び活用
に関する学力の定着を図る。

①「授業がわかる」と回答した
児童生徒
【全国学力・学習状況調査】

②標準学力テスト全国偏差値
　【NRT教研式標準学力検査】
　・小学校5年国語
　・小学校5年算数
　・中学校2年国語
　・中学校2年数学

①％

②％

①
(小)　国82.1
　 　　算
78.1
(中)　国88.1
　　　 数
71.9

②
(小国)  53.2
(小算)  52.0
（中国）50.6
（中数）49.4

①
(小)　国89.0
　 　　算
84.8
(中)　国87.0
　　　 数
77.1

②
(小国)53.4
(小算) 51.1
（中国）52.8
（中数）53.5

①
(小)　国80
　 　　算80
(中)　国80
　　　 数80

②
(小国)  54.0
(小算)  53.0
（中国）52.0
（中数）51.0

B
　意識調査の結果では、小中学校の国語及び小学校の
算数は目標値を上回った。昨年度と比較すると、小学校
の国語・算数、中学校の数学において、大きくポイント
アップしている。
　学力テストの全国偏差値につていは、小学校では、国
語、算数ともに大きく変わっていないが、中学校におい
ては、国語・数学ともに、目標値を上回った。
　中学校数学の学力向上については、これまでも県と連
携して取り組んできており、徐々に成果につながってき
ているものと考える。

意図
成果指標

①回

②人

8 6 6 Ａ
　各種研究会・協議会の活動
が活発化することにより、多方
面にわたる教育の推進と教職
員の資質の向上に繋がって
いる。

○
　現在の取組を継続

気仙地区中学校体
育連盟、大船渡市小
学校体育連盟、岩手
県特別支援教育研
究会、気仙地区特別
支援教育研究協議
会、気仙地区中学校
文化連盟、大船渡地
区学校図書館協議
会、岩手県理科教育
研究大会

各学校の教育活動推進
に役立てる。

教育関係の各種研究会・協議会
へ負担金を支出し、その団体の
運営を支援する。

負担金を支出する団体数 団体

児童

進捗度とその理由等
項目 単位 H29実績 H30実績

①83

②50

①85

②65

Ｂ
　学習指導要領の改訂による
小学3・4年生での外国語活
動、5・6年生での外国語教科
化を受け、外国語教育、国際
理解を充実させるため、外国
語指導助手の人的、質的向
上を図る必要がある。令和元
年８月から3名体制から5名体
制にしている。

●
　小学校における外国語
科及び外国語活動の授
業時数が増加することか
ら、さらに外国語指導助
手の人的・質的向上を図
る必要があるとともに、外
国語指導助手を効果的
に活用する。

対象
成果指標

意図 事業内容 進捗度とその理由

指導を受けた児童生
徒

異文化や本物の英語に
触れることができる。

中学生の英語指導を通じた国際
理解教育を進め、さらに、小学生
や一般市民との交流を通じて国
際理解を推進する。

①「外国語活動が好き」の割
合（小5）（H29～）

②「英語の授業が好き」の割
合（中2）（H29～）

①％

②％

基本事業２　個に応じた学力の向上

事務事業名

2-2-1
外国青年誘致事業

2-2-2
研究会・協議会運営
支援事業

2-2-3
ことばの教室運営事
業

基本事業名 対象



対象 意図 事業内容 今後の方向性等
項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

進捗度とその理由
成果指標

10 B
　スクールカウンセラー及びス
クールソーシャルワーカーに
ついては、効果的な活用がな
され、学校からは継続配置及
び訪問回数を増やすよう求め
られている。

●
　児童生徒の心のケアの
ためにも、必要な事業で
あることから、今後も、県
と連携を図りながら、ス
クールカウンセラー及び
スクールソーシャルワー
カーを継続的に確保でき
るよう努めていく。

スクールカウンセ
ラー（SC）
スクールソーシャル
ワーカー（SSW）

命を大切にし、他人を思
いやる心、豊かな人間性
を育てる。

児童生徒等の心のケア、教職員・
保護者等への助言等様々な課題
に対応するため、スクールカウン
セラー（に準じる者）を小中学校等
へ派遣するなど、安心して学校生
活を送ることができるように教育相
談体制を整備するもの。

不登校改善児童生徒数

児童生徒 命を大切にし、他人を思いやる心
豊かな人間性を育てる。

①「人が困っているとき進ん
で助けている」と答えた児童
生徒の割合

②「人の役に立つ人間になり
たい」と答えた児童生徒の割
合

③「自分にはよいところがあ
る」と答えた生徒の割合
【全国学力・学習状況調査】

①％
　児童
　生徒

②％
　児童
　生徒

③％
　児童
　生徒

①91.8
    88.5

②94.1
    96.1

③75.7
　 70.5

①97.0
    78.0

②97.7
   98.2

③83.2
　81.6

①92.0
　 90.0

②98.0
    98.0

③80.0
    75.0

人 12 0

意図
成果指標

項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

A
　調査の結果、　成果指標の①については、中学校の
生徒の割合が昨年度より約10％下がっている。しかしな
がら、②、③については、県及び全国の結果を上回って
おり、各校の取組及び児童生徒の心のケアに配慮した
事業等が成果をあげているものと考える。

28

点 118 118 118 A
　文集「おおふなと」への作品
募集により、作文や読書に向
ける意欲が喚起できるともに、
編集過程での校正等により、
児童生徒の表現力が高まっ
た。

●
　学校の取組状況や、文
集「おおふなと」の活用
状況等を把握し、児童生
徒にとってより有用な事
業とするために取組方法
等について改善を図る必
要がある。

進捗度とその理由等

児童生徒 児童生徒の表現力が高
まり、作文や読書に向け
る意欲が喚起され、文字
に親しむ態度を身に付け
る。選出された児童生徒
は、文集「おおふなと」に
選出される作品を仕上げ
ることができる。

児童生徒の優れた作文や詩を、
その時々の子どもの特性や感性
などの記録として文集として取りま
とめる。

選出された作品数

20 Ｂ
　各学校の実態に応じた活用
がなされており成果を上げて
いるが、一方、専門性を要す
る職種であることから人材確
保が困難であり、2名が学校
を兼務している状況である。

●
　兼務を解消し、各学校1
名配置できるような人材
確保が必要である。

事務事業名

2-3-1
文集「おおふなと」編
集事業

2-3-2
心の教室相談員配
置事業

2-3-3
緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

基本事業名 対象

2-3
豊かで強い心の育成

基本事業３　豊かで強い心の育成

心の教室相談員 問題や悩みに対して適
切な指導・助言をする。

中学校全校に「心の教室相談員」
を配置し、学校をはじめ、日常生
活を送るうえで中学生が抱える心
の悩みを適切に対処する。

不登校生の人数 人 26
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項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標
今後の方向性等対象 意図 事業内容

Ａ
　現在、各学校給食共同調
理場において、衛生安全面
に細心の注意を払いながら、
国の学校給食栄養基準に基
づき栄養バランスの良い給食
を提供している。

●
　調理施設の改修や調
理器具の修繕を適切に
行いながら、調理施設の
拠点化の検討や業務委
託の見直し等を含め、よ
り効率的な事業運営を図
る必要がある。また、引き
続き栄養士及び調理員
の各種研修への参加を
促進し、食育の推進と衛
生管理の徹底に努めて
いく。

①100.0

②14

①100.0

②15

Ａ
　心身ともに健康な状態で就
学できるよう、各種健康診断
及び知能検査を実施してい
る。

○
　現状の内容で継続

A
　これまでは、女子（特に中学校）の体力低下が懸念さ
れるものであり、各学校においては、県の体育事業と関
連させながら、計画的な体力向上取組に努めてきた。
　H３０年度においては、女子の体力向上が図られてお
り、小中学校ともに、目標値を上回っており、一定の成
果を挙げているものと考える。一方、男子は昨年度と比
較すると、わずかながら低下傾向にあるため、今後も継
続的な取組を要するものである。

市内小中学校の学
校給食施設
児童生徒

安全でおいしく、栄養の
バランスの良い学校給食
が提供される。

市内の共同調理場5箇所（大船
渡、大船渡北、末崎、綾里学校給
食共同調理場、北部学校給食セ
ンター）にて学校給食を調理し各
校に提供する。

食に関する指導（食育）実施
校数/市内小中学校数

％

基本事業４　たくましく健やかな体の育成

事務事業名

2-4-1
就学児健康診断事
業

2-4-2
学校給食事業（小中
学校）

成果指標

94.7 100.0 100.0

就学児（各幼稚園・
こども園及び保育園
の年長児）

健康でたくましく成長す
る。

毎年、秋頃（9月中旬から11月下
旬）に、翌年度に小学校へ入学す
る児童を対象とした健康診断（内
科、眼科、耳鼻科、歯科)及び知
能検査を実施する。

①就学児健康診断受診者率

②就学に係る指導、助言等を
受けた就学児数（H29～）

①％

②人

①100.0

②1

進捗度とその理由

基本事業名 対象 意図
成果指標

進捗度とその理由等
項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

2-4
たくましく健やかな体の
育成

児童生徒 健康でたくましく成長する。 ①体力・運動能力検査（小５）
T得点【全国体力・運動能力、
運動習慣等調査】

②体力・運動能力検査（中２）
T得点【全国体力・運動能力、
運動習慣等調査】

③毎日朝食を食べると回答し
た児童生徒の割合
【全国学力・学習状況調査】

①点

②点

③％

①男51.3
　 女50.2

②男52.2
　 女49.6

③
小学校97.3
中学校95.0

①男51.1
　 女51.9

②男51.7
　 女50.9

③
小学校97.3
中学校93.0

①男 52.0
　 女 51.0

②男 52.0
　 女50.0

③
小学校100
中学校100



項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

①体験学習を実施した回数

②外部講師招聘延べ人数

①回

②人

①89

②232

①87

②318

①時間

②時間

③時間

①9,231

②－

③1,980

①8,704

②－

③2,089

①9,200

②60

③2,800

Ａ
　スクールガードの巡回によ
り、登下校時の安全が確保さ
れている。
　学校支援活動については、
昨年度よりも実施する学校が
増えたが、地域ボランティア
の確保により学校のニーズを
満たすことができた。

○
　本事業が令和2年度で
終了となることから、現行
体制を維持するには、新
たな財源確保や人材確
保などに努める必要があ
る。

①スクールガード活動時間

②地域コーディネーター活動
時間

③地域ボランティア活動時間

①100

②250

Ａ
　多様化する社会にあって、
児童生徒の生きる力を自ら学
び、自ら考える力を育成する
教育が求められていることか
ら、体験学習を行うことによ
り、生涯学習の基礎を培うこと
に結びついている。

○
　「総合的な学習の時
間」の充実を図るため
に、地域人材等を外部講
師として活用した実践が
必要不可欠であることか
ら、今後も継続して事業
を実施していく必要があ
る。

①「学校を中心に地域と協力
して教育が行われている」と
答えた市民の割合【市民意識
調査】

②学校生活の様子を地域住
民に伝える取組をしている学
校の割合（各校の校報発行
割合）

進捗度とその理由 今後の方向性等事務事業名

2-5-1
学びを通じた被災地
の地域コミュニティ再
生支援事業（学校支
援事業）

2-5-2
「総合的な学習の時
間」推進事業

基本事業名 対象 意図
成果指標

進捗度とその理由等
項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

対象 意図 事業内容

スクールガード配置事業、学校支
援地域本部事業、事業評価検証
委員会の開催。
希望する市内各小中学校にス
クールガード、地域コーディネー
ターを配置し、登下校時の児童生
徒の安全確保と、地域ボランティ
アによる学校支援活動を行う。

児童生徒 児童生徒に外部講師の
指導による体験学習を受
けさせる。

「総合的な学習の時間」における
各学校が展開する体験学習に外
部講師を招聘する。

市内小中学校 スクールガード配置によ
り、登下校時の安全を確
保する。
地域コーディネーターの
配置により、地域ボラン
ティアによる学校支援活
動を図る。

①％

②％

①35.3

②100.0

①34.2

②100.0

①50.0

②100.0

A
　各学校では校報の発行・ブログ等のインターネットによ
る情報発信及び授業の公開等、家庭・地域に学校の様
子を伝える取組を推進している。
　さらには、各行事において保護者はもとより、地域住民
の協力を仰ぐなど、家庭・地域との連携・協働による教
育の推進に努めている。

2-5
地域に開かれた特色ある
学校づくり

小中学校 家庭や地域に学校教育活動への
参加、協力を促す。

基本事業５　地域に開かれた特色ある学校づくり

成果指標
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①90.0

②79.0

①90.0

②85.0

A
　学力調査や運動能力調査等の結果を各学校におい
て分析し、その結果を効果的に活用し指導改善を図る
ことで、学力及び体力の向上において一定の成果を挙
げている。
　また、教育相談員やスクールカウンセラーの継続的な
配置により、各学校での積極的な活用が図られるととも
に、児童生徒の心の安定の一助となっている。しかしな
がら、様々な要因により、心のケアを必要とする児童生
徒が少なくない状況にあることから、今後も継続して心
のケアに努めていく必要がある。
　教育環境については、現在、小・中学校適正規模・適
正配置基本計画に基づき、学校統合を進めているとこ
ろであり、令和２年度には、第一中学校及び日頃市・越
喜来・吉浜中学校の統合、令和３年度には、大船渡中
学校・末崎中学校、赤崎中学校・綾里中学校の統合が
進められることで合意形成がなされ、今後、中学校にお
いては、これまで以上に適正な規模での学校教育が行
われるものである。

☐総括

施策名 対象 意図
成果指標

進捗度とその理由等
項目 単位 H29実績 H30実績 Ｒ2目標

＜課題＞
　・令和3年度以降は、教員の復興加配がなくなることが見込まれており、各学校に配
置
　　される教員数の減少に対応する方策について検討を要する。。
　・県が配置している復興加配教員やスクールカウンセラーの削減を踏まえた、教員の
　　負担軽減策（少人数指導講師の配置基準及び配置人数の見直し等）の検討
　・スクールカウンセラーによるカウンセリングや教育相談員の相談等へのニーズの高
　　まりを踏まえた、教育相談体制の維持・充実

2　学校教育の充実 市内小・中学校の児童生
徒

「知・徳・体」の調和が図られ、人
間性豊かに成長する。

①「学校に行くのが楽しい」と
答えた児童の割合

②「学校に行くのが楽しい」と
答えた生徒の割合
【全国学力・学習状況調査】

①％

②％

①87.5

②79.5


